◎ 正社員就業規則
第１章　総則
（目的）
第１条　この規則は、株式会社○○の社員の労働条件、服務規律などを定めることにより、会社業務の円滑な運営と、会社秩序の維持を図るものである。
２．会社は、社員が活き活きと働くことが会社発展の基礎という考えのもと、人事制度を作り、本規則に記載するものである。
（社員）
第２条　この規則で社員とは、第５条所定の方法により社員として会社に採用された者をいう。
（規則の適用）
第３条　この規則は社員に適用する。嘱託社員、契約社員、臨時社員、パートタイマー、アルバイトについては、本規則は適用除外とする。
（規則の遵守義務）
第４条　社員は、本規則を遵守し、互いに協力して誠実に業務を遂行し、会社の発展に寄与しなくてはならない。
第２章　採用
（採用手続き）
第５条　入社を希望する者は、次の書類を提出するものとする。会社は面接、筆記試験その他の一定の選考試験に合格した者を社員として採用する。
(1)履歴書
(2)職務経歴書（新規学卒者は不要）
(3)最終学歴に対応する卒業証明書（新規学卒者は卒業見込証明書）
(4)その他会社が必要と認めた書類
２．社員として採用された者は、入社の日から３日以内に次の書類を提出しなければならない。ただしすでに提出しているものを除く。
(1)誓約書
(2)身元保証書
(3)最終学歴に対応する卒業証明書
(4)住民票記載事項証明書
(5)年金手帳、雇用保険被保険者証（前職ある者のみ）
(6)各種免許証、資格証明書
(7)源泉徴収票
(8)現住所届、通勤経路届
(9)給与所得扶養控除等申告書、健康保険被扶養者異動届
(10)その他会社が必要とする書類
３．正当な理由なく前項の手続きをしない者は、採用を取り消し、または懲戒の対象とすることがある。
４．提出した書類の内容に変更があったときは、すみやかに届け出なければならない。
　
（身元保証人）
第６条　身元保証人は、日本国内に在住する経済力のある成年者でなければならない。
２．保証人が次のいずれかに該当するときは、すみやかに会社に届け出なければならない。
(1)保証人の住所などに変更があったとき
(2)その他会社が必要とする事柄があったとき
（労働条件の明示）
第７条　会社は、新たに採用した者に対して、賃金、労働時間その他の労働条件を明示する。
２．前項の労働条件のうち、次のものは書面で明示する。
(1)就業の場所および従事すべき業務
(2)始業・終業時刻、時間外勤務、休憩、休日、休暇、交替制勤務の場合の就業時転換
(3)退職、解雇
(4)雇用期間（有期雇用の場合）
(5)賃金の決定、計算および支払いの方法、賃金の締め切りおよび支払いの時期、昇給
（試用期間）
第８条　新たに採用した者については、採用の日から３ヶ月間を試用期間とする。ただし会社が特に認めたときは試用期間を設けないか、期間を短縮することがある。
２．試用期間の途中または終了時に、能力、勤務態度、健康状態等に関して社員として不適当と認められる者については、定められた手続きによって解雇する。
３．社員としての適格性を判断するために必要と認めたときは、最大３ヶ月の範囲で試用期間を延長することがある。
４．試用期間は、勤続年数に通算する。
第３章　服務
第１節　服務規律
（服務規律）
第９条　社員は次の事項を遵守し、業務に精励しなければならない。
(1)健康に留意し、常に明朗な態度で業務を遂行すること。また、身だしなみを整え、相手に不快感を与えないこと
(2)業務は正確かつ迅速に処理し、常に業務の効率化を考えること
(3)会社の方針を尊重し、規則および指示命令にしたがうこと
(4)職場の整理整頓を心がけ、電力・消耗品の節約に努めること
(5)常に品位を保ち、私生活上も含めて会社の名誉を傷つける行為をしないこと
(6)酒気を帯びて就業しないこと。また、私生活上といえども飲酒運転をしないこと
(7)在職中、退職後にかかわらず、業務上の機密、各種情報ならびに会社にとって不利益となる事項を他人に漏らしたり、会社の許可なく文書、帳簿等を第三者に閲覧させたりしないこと。また、会社で使用したパソコン、電子媒体は、私物であっても、無断で社外に持ち出してはならない
(8)会社の許可なく、在籍のまま他の会社・団体の役職員に就任もしくは雇用されないこと。
(9)会社の施設や車両、機械、器具などを、許可なく無断で使用しないこと
(10)不正に商品を持ち出したり、会社や他人の金品を使ったりしないこと
(11)会社の許可を受けずに、自家用車を通勤や業務に使わないこと
(12)職務上の地位を利用して、不当な金品の借用または贈与、接待などの利益を受けないこと
(13)勤務時間中は私語をせず業務に専念し、職場を勝手に離れたり、他の人の業務の邪魔をしたりしないこと
(14)会社の許可なく、会社内や会社施設内で、宗教活動や政治活動など業務に関係のない行動や活動をしないこと。また、会社の許可なく、会社内や会社施設内で業務に関係のない集会や文書の掲示・配布・貼付、放送などをしないこと
(15)インターネット、電子メール等を業務以外の目的で利用してはならない。また、会社は従業員のインターネット、電子メールの利用状況等を必要に応じて調べることができる
(16)相手方の望まない性的言動等により、他の社員に不利益を与えたり、就業環境を害すると判断される行為をしないこと
(17)職権を背景に人格を侵害する言動を繰り返し行い、他の従業員に過度な精神的負荷を与え、働く環境を悪化させる行為を行わないこと
(18)会社は本規則違反その他会社で勤務する者に関して不祥事等の疑いがあると認められるときは、社員に対し調査を行うことがある。社員は正当な理由なくこれを拒むことができない
(19)会社は必要に応じ所持品検査をすることがある。社員は正当な理由なくこれを拒むことができない
(20)その他、会社が定める諸規定、通達、通知事項などを遵守すること
第２節　勤務
（出退勤）
第10条　社員は、出退勤にあたって次のことを守らなければならない。
(1)出退勤時に所定の方法により出退勤時刻を記録すること
(2)始業時刻前に出勤し、業務準備を済ませ、始業時刻には業務を開始すること
(3)業務が終了したら直ちに退勤すること
（出勤禁止）
第11条　社員が次のいずれかの場合は、出勤を禁止し、退勤を命じることがある。
(1)火器、凶器、その他業務に必要でない危険物を持ち込んだり、持ち込もうとするとき
(2)安全や衛生の面で支障があると思われるとき
(3)酒気を帯びているとき
(4)業務妨害、職場風紀・秩序びん乱などの行為におよぶ、またはその恐れがあるとき
(5)その他会社が必要性を認めたとき
（欠勤）
第12条　社員が、病気その他やむを得ない事由によって欠勤をするときは、その理由と予定日数を事前に会社に届け出て許可を受けること。
２．やむを得ない事由により事前に届け出ることができないときは、事後すみやかに届け出て承認を受けること。
３．社員が欠勤の手続きを怠った場合は無断欠勤として取り扱う。
（診断書の提出）
第13条　私傷病による欠勤が1ヶ月に４日以上または連続４日以上になる場合は、医師の診断書を提出すること。
２．前項の医師は、会社が指定することがある。
（遅刻、早退、私用外出）
第14条　社員がやむを得ない事由により、遅刻、早退、私用外出をするときは、所定の手続きにより事前に許可を受けること。やむを得ない事由により、事前許可を受けられないときは、事後すみやかに届け出て承認を受けること。
第４章　労働時間、休日、休暇
第１節　労働時間
（労働時間）
第15条　社員の労働時間は、休憩を除き１日について８時間とする。
２．始業・終業時刻および休憩時間は次のとおりとする。
　始業時刻　　午前９時00分
　終業時刻　　午後６時00分
　休憩時間　　正午から午後１時
３．始業時刻とは所定の就業場所で業務を開始する時刻をいい、終業時刻とは、業務を終了する時刻をいう。
４．業務上必要があるときは、始業・終業時刻、休憩時間を繰り上げ、または繰り下げることがある。
５．休憩時間は自由に利用することができる。ただし、会社の秩序を乱したり、他の社員の自由利用を妨げたりしてはならない。
６．社員は、就業時間中に選挙権その他公民としての権利を行使し、または公の職務を遂行するために必要な時間を会社に請求することができる。ただし、無給とする。会社は、権利の行使または公の職務の遂行に妨げがない限り、請求された時刻を変更できる。
（育児時間）
第16条　生後1年未満の生児を育てる女性社員が、あらかじめ申し出たときは、休憩時間とは別に、1日２回それぞれ30分間の育児時間を与える。
第２節　休日
（休日）
第17条　休日は次のとおりとする。
(1)毎週日曜日
(2)毎週土曜日
(3)国民の祝祭日
(4)年末年始　12月29日～1月4日
（休日の振替）
第18条　会社は、業務上必要ある場合は、第17条の休日をほかの日に振り替えることがある。ただしその場合も1週1日の休日は確保する。
２．休日を振り替えるときは、1日前までに振り替える休日を指定し、該当者に通知する。
第３節　休暇
（年次有給休暇）
第19条　６ヶ月間継続勤務し、全労働日の８割以上出勤した社員には、次表のとおり年次有給休暇を与える。
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２．出勤率の算定において、次の日は出勤したものとみなす。
(1)業務上の傷病による休業
(2)産前産後休暇
(3)育児休業
(4)介護休業
(5)年次有給休暇

３．年次有給休暇を取得するときは、２日前までに所定の手続きで届け出なくてはならない。
４．業務の正常な運営に支障が出る場合、前項の届け出日を他の時季に変更することがある。
５．年次有給休暇の有効期間は、付与した日から２年間とする。
６．年次有給休暇は、次の単位で取得することができる。
(1)１日
(2)半日
（生理休暇）
第20条　生理日の就業が著しく困難な女性社員が請求したときは、必要な日数の休暇を与える。ただし、無給とする。
（産前産後休暇）
第21条　６週間（多胎妊娠の場合は14週間）以内に出産を予定する女性社員が請求したときは、産前休暇を与える。
２．妊娠４ヶ月以上で出産をした女性社員には、出産日の翌日から８週間の産後休暇を与える。ただし、産後６週間を経過した女性社員から申し出があった場合は、医師が支障がないと認めた業務に就かせることができる。
３．産前産後休暇は無給とする。
（特別休暇）
第22条　社員が次のいずれかに該当する場合は、特別休暇を与える。
(1)結婚休暇



　　本人　５日
　　子女　１日
(2)配偶者出産休暇　　１日
(3)忌引休暇



　　配偶者、子、父母

　　本人が喪主の場合　　　　５日



　　　本人が喪主でない場合　　２日
　　祖父母、兄弟姉妹、配偶者の父母

　
　　　本人が喪主の場合　　　　２日

　
　　　本人が喪主でない場合　　１日
(4)裁判員休暇　　必要日数
２．前項第１号の休暇の起算日は、社員が指定することができる。ただし、結婚から６ヶ月以内とする。
３．第１項第２号、第３号の休暇の起算日は、事由発生日（出産の場合は出産日、死亡の場合は死亡日）とする。ただし事由発生が所定終業時間後の場合は、翌日とする。
４．第１項第１号、第２号、第３号の特別休暇を取得するときは、あらかじめ所定の申請書に会社が指定する書類を添付して届け出て、承認を受けなければならない。ただし、やむを得ない事情のあるときは、事後すみやかに届け出るものとする。
５．第１項第４号の休暇は、裁判員候補者に指名され、また、裁判員に選任された社員が、裁判員選任手続き、公判等、出頭が義務づけられた場合に与える。
　　裁判員候補に指名された者および裁判員に選任された者は、呼び出し状等、指名を証する書面の写しを会社に届け出なくてはならない。
６．第１項第４号の休暇を取得する者は、所定の届け出書に裁判員または裁判員候補として出頭すべきことを証する書面の写しを添えて、休暇取得の３日前までに会社に届け出なくてはならない。
７．特別休暇中に休日が入る場合は、第１項の日数は休日も含むものとする。
８．特別休暇は有給とする。
第４節　育児休業、介護休業
（育児休業）
第23条　生後満１年未満の子供を育てる社員が申し出たときは育児休業を与える。ただし、所定の要件に該当する場合は生後満１年６ヶ月までとする。
２．育児休業期間は無給とする。
３．育児休業に関する詳細は、別に定める育児休業規程による。
（介護休業）
第24条　家族を介護する社員が申し出たときは介護休業を与える。
２．介護休業期間は無給とする。
３．介護休業に関する詳細は、別に定める介護休業規程による。
第５節　残業、休日出勤、深夜勤務
（時間外勤務、休日出勤）
第25条　会社は業務上必要のあるときは、第15条所定の労働時間を超え、または第17条所定の休日に労働させることがある。社員は正当な理由なくこれを拒んではならない。
２．第１項の勤務については、別に定める賃金規程による手当を支給する。
（深夜勤務）
第26条　会社は業務上必要のあるときは、深夜（午後10時から午前５時）に労働させることがある。社員は正当な理由なくこれを拒んではならない。
２．第１項の勤務については、別に定める賃金規定に定める手当を支給する。
（18歳未満の社員）
第27条　満18才未満の社員には、第25条、第26条に定める時間外勤務、深夜勤務および法定休日の勤務をさせない。
（非常災害時の時間外等）
第28条　災害やその他避けることができない事由によって必要のある場合は、所轄労働基準監督署長の許可を受けて、第15条所定の労働時間を超え、または第17条所定の休日に労働させることがある。
２．第１項の勤務については、別に定める賃金規程による手当を支給する。
（妊産婦の時間外等の制限）
第29条　妊産婦（妊娠中の女性および産後１年を経過しない女性）が請求した場合、第25条、第26条、第28条に定める時間外勤務、深夜勤務および法定休日の勤務をさせない。
２．妊産婦には、重量物取り扱い業務など妊娠、出産等に有害な業務に就かせない。
（育児・介護労働者の時間外勤務等の制限）
第30条　次の各号のいずれかに該当する社員が所定の手続きにより会社に申し出た場合、時間外勤務は１ヶ月について24時間、１年について150時間を超えることはない。
(1)小学校就学の始期に達するまでの子を養育する社員で、配偶者による養育が困難と認められる者
(2)要介護状態にある対象家族を介護する社員で、配偶者による介護が困難と認められる者
２．詳細は別に定める育児休業規程、介護休業規程による。
（育児・介護労働者の勤務時間短縮措置、深夜業の制限）
第31条　３歳に満たない子と同居し養育する社員、および要介護状態にある対象家族を介護する必要のある社員は、所定の手続きにより申し出た場合、育児休業規程または介護休業規程に定める勤務時間短縮措置を受けることができる。
２．小学校就学の始期に達するまでの子を養育する社員、および要介護状態にある対象家族を介護する必要のある社員は、所定の手続きにより申し出た場合、事業の正常な運営を妨げる場合を除き、第26条に定める深夜業をさせない。
３．第１項、第２項の詳細は、別に定める育児休業規程または介護休業規程による。
第６節　その他
（適用除外）
第32条　次の各号に定める社員は、労働時間、休憩、休日に関する規定の適用を除外する。ただし、第２号に定める者についてはあらかじめ労働基準監督署長の許可を受けるものとする。
(1)労働基準法第41条第２号に定める監督管理の地位にある者、機密の事務を取り扱う者
(2) 労働基準法第41条第３号に定める監視・断続労働に従事する者
２．前項に定める適用除外は次のとおりとする。
　　第14条（遅刻、早退、私用外出）、第15条第１項、第２項（労働時間）、第17条（休日）、第　18条（休日の振替）、第５節（残業、休日出勤、深夜勤務。ただし第26条（深夜勤務）を除く）
（事業場外のみなし労働時間）
第33条　社員が労働時間の全部または一部について事業場外で業務に従事した場合で、労働時間を算定することが困難な場合は、所定労働時間労働したものとみなす。
２．前項について、当該業務を遂行するためにあらかじめ所定労働時間を超えて労働することが必要であるとして労使協定を締結した場合には、労使協定で定める時間の労働をしたものとみなす。
（変形労働時間制）
第34条　経理部、営業管理部に勤務する社員には、１ヶ月単位の変形労働時間制を適用する。
２．前項の場合の所定労働時間は１ヶ月を平均して１週40時間を超えないものとし、始業・終業時刻は次のとおりとする。
　　　１日～25日　始業：午前９時　終業：午後５時30分
　　　26日～末日　 始業：午前９時　終業：午後７時
３．本条の１ヶ月とは、毎月１日から末日を指す。
（専門業務型裁量労働制）
第35条　会社は、以下の業務に従事する社員について、業務の遂行方法や時間配分の決定などについて具体的な指示が困難で、社員の裁量に委ねる必要があると認められる場合には、労働者代表との協定にもとづく専門業務型裁量労働制により社員を勤務させる。
(1)新商品の開発
(2)新たなデザインの考案
２．専門業務型裁量労働制適用対象者は、労使協定に定める時間勤務したものとみなす。
３．始業、終業の時刻は第15条の定めを基本とする。
４．専門業務型裁量労働制従事者が、会社の認定または指示により休日労働、深夜労働を行った場合は、賃金規程所定の割増賃金を支払う。
（企画業務型裁量労働制）
第36条　会社は、以下の業務に従事する社員について、企画業務型裁量労働制に関する労使委員会の決議にもとづき、企画業務型裁量労働制を適用する。
(1)経営企画部における事業計画、経営計画の立案業務
(2)人事部における人事制度、人員計画の立案業務
２．企画業務型裁量労働制の適用対象者は、対象業務を適切に遂行するための知識、経験等を有すると会社が認め、かつ本人の同意があった社員とする。
３．企画業務型裁量労働制適用対象者は、労使委員会決議に定める時間勤務したものとみなす。
４．始業、終業の時刻は第15条の定めを基本とする。
５．企画業務型裁量労働制従事者が、会社の認定または指示により休日労働、深夜労働を行った場合は、賃金規程所定の割増賃金を支払う。
（フレックスタイム制）
第37条　会社は、業務上の必要がある場合は組合との協定にもとづいて別途定めるフレックスタイム制により社員を勤務させる。
２．フレックスタイム制が適用される社員については、始業および終業の時刻を各自の決定に委ねるものとする。
３．各自の決定に委ねる時間帯（フレキシブルタイム）および必ず就業しなくてはならない時間帯（コアタイム）は次のとおりとする。
　　　フレキシブルタイム　始業：午前７時～午前11時
　　　　　　　　　　　　　終業：午後３時～午後８時
　　　コアタイム　　　　　午前11時～午後３時
第５章　人事
第１節　人事異動、出向、転籍
（人事異動）
第38条　会社は、業務の都合により、社員の就業場所、所属部署、従事する業務の変更を命ずることがある。
２．社員は正当な理由なく前項の命令を拒むことはできない。
３．第１項については、原則として発令の１週間前までに本人に内示する。
（出向、転籍）
第39条　会社は業務の都合により、社員に他の会社への出向または転籍を命ずることがある。
２．社員は正当な理由なく出向命令を拒むことはできない。
３．出向期間、出向中の労働条件および勤務についてはその都度明示する。
４．出向期間中の就業規則の適用は次のとおりとする。
(1)第３章（服務）、第４章（労働時間、休日、休暇）、第９章（安全・衛生）、第10章（災害補償）、第11章（在宅勤務制度）に関する事項：出向先の規則を適用する。ただし年次有給休暇の付与は当社規定により行う
(2)第1章（総則）、第２章（採用）、第５章（人事）、第８章（教育訓練）、第12章（その他）：当社規定を適用する。ただし出向先で教育訓練に関する指示があった場合は、それにしたがう
　(3) 第６章（賃金）に関する事項：都度定める。会社は基本的労働条件に不利益が出ないように　努める
　(4) 第７章（表彰・懲戒）に関する事項：内容により都度定める。ただし、諭旨解雇、懲戒解雇　に関しては当社規定を適用する
５．会社は転籍を命ずるときは、転籍後の労働条件を明示し、当該社員の承諾を得るものとする。
第２節　休職
（休職）
第40条　社員が次の各号のいずれかに該当するときは所定の期間休職とする。ただし、第1号、第2号による休職は所定の休職期間中に治癒し、従前の業務への復帰が見込める場合に限る。
(1)私傷病による欠勤が連続３ヶ月を超え、会社が引き続き療養のため業務に就けないと認めらたとき。なお、５日以内の出勤の場合は出勤前後の欠勤は連続しているものとみなす
(2)心身の不調により、勤務が不適当と会社が認めたとき
(3)前号のほか、会社が特に必要と認めたとき
２．前項の休職期間は、次のとおりとする。
　　　第１号、第２号
　　　　勤続１年以上：３ヶ月
　　　　勤続５年以上：６ヶ月
　　　第３号
　　　　必要と認めた期間
３．第１項第１号、第２号の休職の場合、休職者は２ヶ月に１回、主治医の診断書を提出し、状況を報告するものとする。第３号の場合は、会社が必要と認める都度、報告するものとする。
４．第１項第１号、第２号の休職期間の扱いは次のとおりとする。
　　　休職期間中は無給とし、賞与は支給しない。また、昇給は実施しない。
　　　休職期間は勤続年数に通算しない。
５．第１項第３号の休職期間中の賃金、賞与、昇給、勤続年数の扱いは、都度定める。
（復職）
第41条　前条第１項第１号、第２号の休職期間中に本人が業務復帰可能を証する主治医の診断書と所定の復職願を提出し、会社が復職可能と判断した場合、復職とする。
　　会社は必要に応じ社員に、会社が指定する医師の診察の受診を命じることができる。社員は正当な理由なくこれを拒むことはできない。
２．復職した場合、原則としてもとの業務に復帰させるが、事情によって他の業務に就かせることがある。
３．前条第１項第１号、第２号の休職からの復職後３ヶ月以内に、類似の傷病により欠勤したときは休職が継続しているものとみなす。
４．前条第１項第１号、第２号の休職からの復職後12ヶ月以内に、類似の傷病により休職に至った場合は、前後の休職期間を通算する。
第３節　退職、解雇
（解雇）
第42条　社員が次の各号のいずれかに該当するときは、解雇とする。
(1)精神や身体の障害で業務に耐えられないと認められたとき
(2)勤務成績または勤務状況が不良で、改善の見込みがないとき
(3)事業の縮小等により社員の減員が必要なとき
(4)天災地変その他やむを得ない事由により事業の継続が不可能となったとき
(5)その他前各号に準ずる事由があるとき
２．解雇は30日前に予告するか、平均賃金30日分の解雇予告手当を支給して行う。ただし、次の各号のいずれかに該当する場合は解雇予告および解雇予告手当の支給をせずに即時解雇する。
(1)日々雇い入れられる社員（１ヶ月を超えて引き続き使用されている者を除く）
(2)２ヶ月以内の期間を定めて雇用している社員（所定の期間を超えて引き続き雇用されている者を除く）
(3)試用期間中（入社14日を超えた者を除く）
(4)第51条の規定により懲戒解雇された者（労働基準監督署長の認定を受ける）
(5)天災事変その他やむを得ない事情により事業の継続が不可能となった場合（労働基準監督署長の認定を受ける）
（解雇制限）
第43条　社員が次の各号のいずれかに該当する場合は、その期間は解雇をしない。ただし、天災事変その他やむを得ない事由で事業の継続が不可能となったときで、労働基準監督署長の認定を受けたときを除く。
(1)業務上災害による傷病で療養のために休業する期間とその後30日間。ただし労働基準法に定める打ち切り補償を支払った場合または療養開始後３年以上経過し労働者災害補償保険法に定める傷病補償年金を受けている場合を除く
(2)産前産後休暇期間およびその後30日間
（定年）
第44条　社員の定年は満60才とする。
２．定年退職後、別に定める再雇用規程により、嘱託として再雇用することがある。
（退職）
第45条　社員が次の各号のいずれかに該当するときは、その日をもって退職とする。
(1)退職を願い出て会社の承認があったとき（会社が承認した退職日）
(2)死亡したとき（死亡日）
(3)有期雇用者の雇用期間が満了したとき（雇用期間満了日）
(4)休職期間が満了し、なお休職事由が消滅しないとき（休職期間満了日）
(5)当社役員に就任したとき（役員就任の前日）
(6)定年に達したとき（定年年齢到達日）
(7)行方不明となって２ヶ月が経過したとき（２ヶ月経過日）
２．前項第１号の退職の場合、退職日の30日以上前に退職願を提出しなくてはならない。
（退職および解雇の手続き等）
第46条　退職が決まった社員は、次の各号に定める事項にしたがわなければならない。
(1)会社の指定する日までに業務の引き継ぎを終了させなくてはならない
(2)退職または解雇の日までに会社からの貸与品その他会社に属するものを返還し、会社から金銭を借りている場合は完済しなくてはならない
(3)在職中に知り得た会社の機密事項を他に漏らしてはならない
(4)会社所定の届け出用紙に必要事項を記入し、提出しなければならない
(5) 退職後１年は同一都道府県内の競業企業に就職しないこと。また、退職後１年は、競業する会社を設立し、また、会社の従業員を引き抜かないこと
２．会社は別に定める退職金規程にしたがい退職金を支給する。
第６章　賃金等
（賃金等）
第47条　社員の賃金、賞与については別に定める賃金規程による。
２．社員の退職金については別に定める退職金規程による。
３．社員の出張に際して支給する旅費等については別に定める出張旅費規程による。
第７章　表彰・懲戒
第１節　表彰
（表彰）
第48条　社員が次のいずれかに該当するときは、審査の上、表彰する。
(1)永年にわたって誠実に勤務し、品行方正、成績優秀で他の模範と認められるとき
(2)業務上有益な創意工夫、改善を行い、会社に貢献したとき
(3)災害を未然に防止し、また、災害に際して特に功労のあったとき
(4)前各号に準ずる功労を認められるとき
２．表彰は賞状授与と、次の各号のいずれかを併せて行う。具体的な内容については都度定める。
(1)賞品、賞金授与
(2)特別休暇
(3)特別昇給、特別賞与
第２節　懲戒
（懲戒の種類）
第49条　懲戒は、始末書をとった上で、その情状により次の区分で行う。
(1)譴責：始末書を提出させ、将来を戒める
(2)減給：１回について平均賃金１日分の半額、総額が一賃金計算期間における賃金総額の10分の１を限度に行う
(3)出勤停止：７日以内の出勤停止を行い、その間の賃金は支給しない
(4)降格、降職：下位資格、下位役職に下げる
(5)諭旨解雇：30日以上の解雇予告または平均賃金30日分以上の解雇予告手当を支給して解雇する
(6)懲戒解雇：即時解雇とする。退職金は支給しない。また、労働基準監督署長の認定を受けたときは解雇予告手当を支給しない
２．懲戒処分を決定するまでの間、必要に応じて自宅待機を命ずることがある。
３．前項の自宅待機期間の賃金は有給とする。ただし、自宅待機命令が、証拠隠滅、不正行為の再発、他の社員等への悪影響の防止等のためである場合は無給とする。
（譴責、減給、出勤停止、降格、降職、諭旨解雇）
第50条　社員が次の各号いずれかに該当する場合は、その情状によって譴責、減給、出勤停止、降職、降格、諭旨解雇のいずれかの処分を行う。
(1)正当な理由なく遅刻、早退、無断欠勤を繰り返したとき
(2)正当な理由なく無断で職場を離れたとき
(3)過失によって、会社に損害を与えたり会社の名誉や信用を傷つけたりしたとき
(4)服務規定その他会社の規定に違反したとき（第51条第２号に該当する場合を除く）
(5)その他前各号に準ずる行為があったとき
（懲戒解雇）
第51条　社員が次の各号いずれかに該当する場合は、懲戒解雇とする。ただし情状により他の処分を適用することがある。
(1)正当な理由なく担当業務の変更、人事異動などの命令にしたがわなかったとき
(2)服務規定その他会社規定への違反を繰り返し、数回にわたる指導にもかかわらず改めないとき。または違反の程度が重大なものと認められるとき
(3)会社の承認を受けずに、在籍中に他に就職したとき
(4)会社の内外を問わず、会社の名誉や信用を著しく害したとき
(5)故意または重過失により、会社に重大な損害を与えたとき
(6)重大な経歴詐称をしたとき
(7)素行不良で会社の秩序を著しく乱したとき
(8)会社内外を問わず、法規に触れる行為をしたとき
(9)無断欠勤が引き続き３日以上におよんだとき
(10)業務上の重大なる機密を社外に漏らしたとき
(11)刑罰法規に違反する行為を行ったとき
(12)賭博・風紀びん乱等により職場規律を乱したとき
(13)その他、前各号に準ずる行為があったとき
第８章　教育訓練
（教育訓練）
第52条　会社は、業務に必要な知識や技能を高めるための教育訓練を行う。
２．教育訓練計画の内容や実施方法などは、その都度定める。
３．社員は、正当な理由なく会社の教育訓練を欠席してはならない。
第９章　安全・衛生
（安全・衛生）
第53条　会社は、労働安全衛生法および別に定める安全衛生管理規程に則り、社員の安全・衛生の確保・改善のための必要な措置を講じるものとする。
　　社員は、安全・衛生に関する法令、規則、会社の命令にしたがい、労働災害の防止に努めなければならない。
（健康診断等）
第54条　会社は、社員の採用の際および毎年定期に健康診断を行う。社員は、正当な理由なく、これを拒否できない。
２．会社は労働安全衛生法の定めるところにより、時間外勤務が長時間におよんだ社員が申し出た場合、医師による面接指導を実施する。
（安全・衛生教育）
第55条　会社は社員の採用の際および業務内容の変更の際に、業務上必要な安全・衛生教育を行う。
（就業禁止）
第56条　会社は、社員が次の各号いずれかに該当する場合は、就業を禁止する。
(1)法定伝染病にかかったとき
(2)精神障害のために就業が不適当と認められるとき
(3)心臓、腎臓、肺等の疾病で、就業のため疾病が著しく悪化する恐れのあるとき
(4)その他、心身の状態が悪く、就業が不適当と認められるとき
２．前項により就業禁止となった期間は無給とする。
第10章　災害補償
（災害補償）
第57条　社員が業務上または通勤により負傷、疾病、死亡したときは労働者災害補償保険法に定める保険給付を受けるものとする。
第11章　在宅勤務制度
（在宅勤務制度）
第58条　勤続１年以上の社員のうち、会社が必要と認めた場合には在宅勤務を認める。在宅勤務期間は会社が必要と認めた期間とし、１ヶ月単位とする。
（在宅勤務の申請）
第59条　在宅勤務を希望するものは、所定の申請書に以下の事項を記入して、会社の承認を得ることとする。
(1)在宅勤務が必要である理由（看護、介護の場合は、医師の証明書を添付）
(2)在宅勤務の予定期間（１ヶ月単位）
(3)会社との連絡方法
（その他）
第60条　在宅勤務期間中は、第33条に定める事業場外みなし労働時間制を適用する。
２．在宅勤務者は在宅勤務における業務の進捗状況を１日に最低１回、部署の責任者宛てに報告する義務を持つ。
３．在宅勤務に伴って発生する事務用品購入費・光熱費・通信費などは本人の負担とする。
第12章　その他
（損害賠償）
第61条　社員が故意または重過失によって会社に損害を与えたときは、その全部または一部を、賠償させることがある。ただしこれによって、第49条の懲戒処分を免れるものではない。
付　則　この規則は平成○年○月○日から実施する。
